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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第63期

第１四半期

連結累計期間

第64期

第１四半期

連結累計期間

第63期

会計期間
自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日

自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日

売上高 （百万円） 33,752 34,060 130,644

経常利益 （百万円） 481 713 1,544

四半期(当期)純利益 （百万円） 123 372 673

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 66 393 565

純資産額 （百万円） 13,233 14,037 13,732

総資産額 （百万円） 43,800 45,202 42,840

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） 11.26 33.93 61.27

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.2 31.1 32.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,514 △1,586 △508

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △32 △62 △141

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,998 1,846 694

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円） 1,349 1,139 941

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第63期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

　

２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間における日本経済は、東日本大震災の影響による経済活動の停滞や電力供

給問題などにより依然として不透明な状況となっております。

当業界におきましても、同業種間のみならず異業種間での合従連衡などによる業界再編が加速し、厳し

い競争環境が継続しています。

このような状況の中で当社グループは、中期３ヵ年経営計画のもと、「ユニークな価値創出型企業グ

ループ」を目指して、以下の５つの経営方針の実現を推進してまいりました。

　

１）キャッシュ・フロー経営の徹底

「キャッシュ・フロー経営」を徹底することにより財務体質の強化を図り、企業価値を高めると

ともに株主価値を最大化させてまいりました。

２）生産性の向上やコスト改善による収益構造の改革

全ての業務プロセスを見直し、ローコストに向けた改革を推進する専属プロジェクトにより、収益

性の高い企業体質への改善を進めてまいりました。

３）専売品を軸としたマーチャンダイジング機能の強化

高粗利商品である専売品を更に開発・育成し、これを軸としたマーチャンダイジング機能を強化

してまいりました。

４）人材育成の強化と人事制度の抜本的改革

当社の人材育成プログラムである『ＣＢＣアカデミー』を継続し、論理思考やプレゼンテーショ

ンスキル、マーケティング知識、財務知識、マネジメント能力開発など、一般社員の知識能力のレベル

アップと経営幹部候補の育成を行ってまいりました。

５）地域卸事業(地域卸様との共同による地域密着小売店様への商品供給の充実と効率化)の強化

効率的・効果的なサプライチェーンの全体最適の仕組みを研究し、地域卸売業者様との取り組み

強化を推進してまいりました。
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弊社は、東日本大震災以降、中間流通業としての社会的使命の重要性から、一部の商品供給不足や節電

などの対策に全力を尽くして、多くのお客様の生活に貢献すべく、全社を挙げて取り組んでおります。ま

た、当社の社会的責任を果たすために、被災された地域や人々への支援活動として物資の支援を行いまし

た。

また被災地における雇用改善の一助にと、被災地から数名の社員を採用しております。

　
以上の結果、子会社６社を含めた当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高340億６千万円（前年同

期比0.9％増）となりました。専売品や付加価値の高い商品を軸にしたマーチャンダイジング機能の強化

により、売上総利益は52億５千万円、売上総利益率は、前年同期比で0.8％増の15.4％に向上することがで

き、売上高の増加により売上総利益が前年同期比6.7%増となりました。販売費及び一般管理費は46億４千

８百万円（前年同期比2.0％増）となりました。

これにより、営業利益は６億２百万円（前年同期比65.8％増）、経常利益は７億１千３百万円（前年同

期比48.2％増）、四半期純利益は３億７千２百万円（前年同期比201.2％増）となりました。

　

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

①日用雑貨事業におきまして、売上高は336億３百万円（前年同期比1.0％増）、営業利益は５億５千５

百万円（前年同期比78.8％増）となりました。

②物流受託事業におきまして、売上高は４億４百万円（前年同期比4.0％減）、営業利益は４千万円

（前年同期比16.2％減）となりました。

③不動産賃貸事業におきまして、売上高は５千３百万円（前年同期比2.7％増）、営業利益は２千５百

万円（前年同期比19.3％増）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末比23億８千２百万円増の319億８百万円となりました。これは主と

して、売上高の増加に伴い、受取手形及び売掛金が15億２千５百万円、現金及び預金が１億９千７百

万円、商品及び製品が５千６百万円増加したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末比２千万円減の132億９千３百万円となりました。これは主として、

建物及び構築物が３千万円、のれんが１千１百万円減少し、投資有価証券が４千１百万円増加したこ

とによるものであります。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の総資産合計は、前連結会計年度比23億６千１百万円増

の452億２百万円となりました。

　

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末比20億５千６百万円増の311億６千４百万円となりました。これは

主として、短期借入金が19億３千８百万円、支払手形及び買掛金が２億２千７百万円増加したことに

よるものであります。

　

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末比３億５百万円増の140億３千７百万円となりました。これは主

として、利益剰余金が３億７千２百万円増加と配当金８千７百万円を支払ったことにより、利益剰余

金が２億８千４百万円増加し、その他有価証券評価差額金が２千万円増加したことによるものであ

ります。
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(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物残高は、11億３千９百万円（前年同期

比２億１千万円減）となりました。

当第１四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動に使用した資金は、15億８千６百万円（前年同期比７千２百万円増）となりました。これ

は主に、仕入債務の増加２億２千７百万円、売上債権の増加15億２千５百万円及び法人税等の支払額

４億１千３百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用した資金は、６千２百万円（前年同期比２千９百万円増）となりました。これは主

に、投資有価証券の取得に１千２百万円、有形固定資産の取得に４千３百万円及び無形固定資産の取

得に１千２百万円を支出したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

上述の営業活動及び投資活動に使用した資金の調達のための財務活動によるキャッシュ・フロー

残高は、18億４千６百万円（前年同期比１億５千２百万円減）となりました。これは主に、短期借入

金の増加19億３千８百万円と配当金の支払７千９百万円によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは となりました。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

変更及び新たに生じた課題はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,000,000

計 49,000,000

　

②　【発行済株式】
　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 12,309,244同左
大阪証券取引所　　Ｊ
ＡＳＤＡＱ　　　（ス
タンダード）

株主としての権利内
容に制限のない、標
準となる株式であり
単元株式数は1,000
株であります。

計 12,309,244同左 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成23年６月30日 － 12,309,244－ 1,608 － 1,321

　
　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

　
①　【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－
株主としての権利内容
に制限のない標準とな
る株式　普通株式 1,317,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,909,00010,909同上

単元未満株式 普通株式 83,244 －
１単元(1,000株)未満の
株式

発行済株式総数 　 12,309,244－ －

総株主の議決権 　 － 10,909 －

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式756株が含まれております。

　

②　【自己株式等】
平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

中央物産株式会社
東京都港区南青山
二丁目５番17号

1,317,000 － 1,317,000 10.71

計 － 1,317,000 － 1,317,000 10.71

　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 941 1,139

受取手形及び売掛金 16,929 18,454

商品及び製品 8,087 8,143

仕掛品 77 158

原材料及び貯蔵品 86 86

繰延税金資産 258 272

その他 3,191 3,670

貸倒引当金 △47 △17

流動資産合計 29,525 31,908

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,069 4,039

土地 5,094 5,094

その他（純額） 330 321

有形固定資産合計 9,493 9,455

無形固定資産

のれん 45 34

その他 265 255

無形固定資産合計 311 289

投資その他の資産

投資有価証券 1,442 1,483

その他 2,123 2,124

貸倒引当金 △55 △59

投資その他の資産合計 3,510 3,549

固定資産合計 13,314 13,293

資産合計 42,840 45,202
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,507 12,734

短期借入金 11,550 13,488

未払法人税等 440 370

賞与引当金 395 155

役員賞与引当金 37 －

返品調整引当金 60 20

その他 1,857 2,149

流動負債合計 26,849 28,919

固定負債

退職給付引当金 186 192

役員退職慰労引当金 429 439

負ののれん 136 111

資産除去債務 445 443

その他 1,061 1,058

固定負債合計 2,259 2,245

負債合計 29,108 31,164

純資産の部

株主資本

資本金 1,608 1,608

資本剰余金 1,321 1,321

利益剰余金 11,079 11,364

自己株式 △333 △333

株主資本合計 13,675 13,960

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 56 76

その他の包括利益累計額合計 56 76

純資産合計 13,732 14,037

負債純資産合計 42,840 45,202
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 33,752 34,060

売上原価 28,831 28,810

売上総利益 4,921 5,250

販売費及び一般管理費 4,557 4,648

営業利益 363 602

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 16 16

仕入割引 127 114

負ののれん償却額 25 25

貸倒引当金戻入額 － 26

その他 2 7

営業外収益合計 175 192

営業外費用

支払利息 28 24

売上割引 26 29

デリバティブ評価損 － 17

その他 2 9

営業外費用合計 57 81

経常利益 481 713

特別利益

固定資産売却益 0 1

貸倒引当金戻入額 1 －

特別利益合計 1 1

特別損失

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 － 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 161 －

災害による損失 － 6

その他 3 1

特別損失合計 165 13

税金等調整前四半期純利益 317 700

法人税等 193 327

少数株主損益調整前四半期純利益 123 372

少数株主利益 － －

四半期純利益 123 372
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 123 372

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △56 20

その他の包括利益合計 △56 20

四半期包括利益 66 393

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 66 393

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 317 700

減価償却費 108 104

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 161 －

のれん償却額 11 11

負ののれん償却額 △25 △25

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △1

有形固定資産除却損 － 0

無形固定資産除却損 0 －

ゴルフ会員権評価損 － 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △26

賞与引当金の増減額（△は減少） △210 △277

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15 6

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7 10

返品調整引当金の増減額（△は減少） △34 △39

受取利息及び受取配当金 △19 △19

支払利息 28 24

売上債権の増減額（△は増加） △2,300 △1,525

破産更生債権等の増減額（△は増加） 0 △3

たな卸資産の増減額（△は増加） △39 △137

仕入債務の増減額（△は減少） 1,024 227

その他 △250 △203

小計 △1,249 △1,172

利息及び配当金の受取額 24 26

利息の支払額 △28 △26

法人税等の支払額 △261 △413

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,514 △1,586

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7 △43

有形固定資産の売却による収入 0 1

無形固定資産の取得による支出 △5 △12

投資有価証券の取得による支出 △21 △12

その他 1 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △32 △62

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,094 1,938

長期借入金の返済による支出 △5 －

配当金の支払額 △77 △79

自己株式の売却による収入 － 0

リース債務の返済による支出 △13 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,998 1,846

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 452 197

現金及び現金同等物の期首残高 897 941

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,349

※１
 1,139
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【継続企業の前提に関する事項】

　　該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

１　税金費用の計算

 
 

 

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

　

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しておりま

す。
　

　

　

　

EDINET提出書類

中央物産株式会社(E02712)

四半期報告書

14/19



　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

(平成22年６月30日現在) (平成23年６月30日現在)

現金及び預金 1,349百万円現金及び預金 1,139百万円

現金及び現金同等物 1,349百万円現金及び現金同等物 1,139百万円

　

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月24日
取締役会

普通株式 87 8.0平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

　

当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月30日
取締役会

普通株式 87 8.0平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)

合計
日用雑貨
事業

物流受託
事業

不動産賃
貸事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 33,279 421 51 33,752 － 33,752

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

計 33,279 421 51 33,752 － 33,752

セグメント利益又は損失
（△）

310 48 21 380 △17 363

(注) 「調整額」の区分は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セグメントに帰属しない一般管理費

です。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

　
当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)

合計
日用雑貨
事業

物流受託
事業

不動産賃
貸事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 33,603 404 53 34,060 － 34,060

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

計 33,603 404 53 34,060 － 34,060

セグメント利益又は損失
（△）

555 40 25 621 △19 602

(注) 「調整額」の区分は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セグメントに帰属しない一般管理費

です。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　　該当事項はありません。

　
　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 11.26円 33.93円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 123 372

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 123 372

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,992 10,991

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお　　　り

ません。

　
　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　
２ 【その他】

平成23年５月30日開催の取締役会において、平成23年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次の

とおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　87百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　８円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年６月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月９日

中央物産株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    津　　田　　英　　嗣    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    水　　野　　雅　　史    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央
物産株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央物産株式会社及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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